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IPCC報告書の要点

• 観測記録のある1861年以降、地球規模で温暖化が進行
していることが数々のデータおよび事象により説明された。

• 温暖化の原因は、主に化石燃料の使用に伴うCO2に起
因する。

• 全地球の炭素循環の研究の結果、炭素の収支バランス
が明確になった。

• 各種モデルにより21世紀末までの気温上昇、海面水位
等に予測が行われた。その際、経済成長、社会状況、科
学技術の進展等を加味して検討した。その結果、21世紀
末の地球の温度は1.4-5.9℃上昇すると推定された。

IPCC報告書の要点（続き）

• 気温の変化は、既に多くの生物圏内しすてむに影響が現
れている。

• 温暖化の対策技術としては、温暖化の進行を抑制する
「緩和策」と問題発生後の状態に対処する「適応策」の2
方策が考えられる。前者の方が費用対効果の面から優
れている。

• 「緩和策」のひとつであるCO2回収・低減技術の研究開
発は着実に進展している。

• その実用、普及にはさらに技術や社会経済等の課題を
克服し、省エネ、省資源を徹底した循環型社会への変革
が望まれる。

CO2濃度と温度の変化は相関性が高い。。
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大気中への炭素排出量
１６＋６３＝７９

炭素吸収量
３０＋１７＝４７

大気中増分

社会経済的対策
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議定書の発効条件

１）５５カ国以上の締結
（批准）

２）「付属書Ⅰ」国の中
で議定書締結を行っ
た国のCO2排出量が、
「付属書Ⅰ」国の55%
以上

付属書Ⅰ国：OECD諸国＋経済移行国
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化学吸収法の原理

関西電力南港発電所
の実証試験設備

物理吸着法の原理

PSA: 

Pressure Swing 
Adsorption  

圧力スイング法

TSA:

Temperature Swing 
Adsorption

温度スイング法
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海洋
隔離

現在行われているCO2地中固定の事例

Sleipner ガス田（ノルウェー）：

1996 年から沖合いの天然ガス田にて産出される天然ガスよりCO2 を化学吸収法
（アミン法）により分離・回収し、100 万ｔ－CO2 /年を帯水層へ注入（炭素税の回
避：約$50/t-CO2 ）

Weyburn EOR（米国、カナダ）：

2001 年から合成ガス製造より化学吸収法（アミン法）によりCO2 を分離・回収し、
5,000t-CO2/日を330km パイプラインで輸送し、油田に注入し、石油の増進回収
を図る。

＊EOR（Enhanced Oil Recovery）:石油増進回収法

Saline Aquifer CO2 Storage (SACS)

1996 年から沖合いの天然ガス田にて産出される天然ガスよりCO2 を化学吸収法
（アミン法）により分離・回収し、100 万ｔ－CO2 /年を帯水層へ注入（炭素税の回
避：約$50/t-CO2 ）

Weyburn EOR（米国、カナダ）

2001 年から合成ガス製造より化学吸収法（アミン法）によりCO2 を分離・回
収し、5,000t-CO2/日を330km パイプラインで輸送し、油田に注入し、石油
の増進回収を図る。

EOR概念図
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CO2の海洋隔離


